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施設の勧誘力を考慮した競合施設配置問題  
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ここでJ∈［0，∞）は売り上げに対する建設費の  

重要度を意味する定数である。  

2．解法手順   

前節では、競合施設配置問題を各企業の利得最大   

化問題ちちとして定式化した。次に、各企業の   

最適配置について考察する。  

問題を解くにあたって、企業d，βのレベルの高   

低の関係から3つの場合に分けられる。   

1）Ca詑1：J」＝Jβ   

2）Ca紀2：Jd＜ら   

3）Ca紀3：7月＞Jβ   

Ca祀1：先手企業と後手企業のレベルが同じ場合   

まずJ。＝Jβである場合、この問題はD代Znerのモ   

デルと同様に扱うことができる。   

Ca5e2：先手企業のレベルが後手企業のよりも低   

い場合  

J。＜Jβである場合、次の補助定理が明らかに成り   

立っ。  

補助定理1：施設dに関する任意の施設配置  

（ズ月，γ■）∈∫，1≦ら＜上に対して、施設βのレベ   

ルがら＞J。であるとする。このとき、施設βの   

最適な配置場所の一つは点（方β，γβ）＝（ズd，γ。）．   

に配置することである。   

補助定理より、各企業の施設配置について次の定   

理が明らかに成り立つ。   

定理2J。＜らを仮定する。このとき、施設月の   

最適配置は共に購買力の最も大きい点上に配置す   

ることであり、施設βの最適配置は施設Aと同じ   

位置に施設を配置することである。   

Case3：先手企業のレベルが後手企業よりも高い   

場合  

J。＞Jβである場合、施設βの獲得できる顧客の存   

在領域は以下のように表わすことができる。  
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1．問題の定式化  

顧客が存在し各企業が施設を配置可能な空間を  

閉集合∫∈月2で与える。顧客の分布はS内の有限  

個の点の集合点で表されると仮定し、各点におけ  
る血dexをi∈Jとおく。各指標f∈Jについて、点  
の位置を（ズi，γゴ）∈ ∫おき、顧客の位置の集合を  

∬＝（（エい刷f∈り で表わす。また、顧客の購  

買力をwf∈【0，の）とおく。競合する2企業におい  

て、先手企業をA、後手企業をBで表わし、各企  

業はエ種類のレベルの施設を配置可能とする。各  

企業の施設をd，βと表わす。各施設ダ∈（4β）  

に対して、その施設の位置を（ズF，ズF）∈∫とお  

く。各企業が配置する施設のレベルを7月Jβとし、  

1以上工以下の自然数で与える。各レベル  

J∈（1，…エ）に対して、斤′∈【1，∞）を施設の勧誘  

力を表わす値とする。また、たfは  

の＞た－＞た2＞…＞たェ＝1の関係式を満たすとする。  

各企業がレベルJの施設を配置する時にかかるコ  

ストをC′∈（0，∞）とおく。ここで、C∫は  

0＜Cl＜C2・‥＜Cェ＜の を満たすとする。  

また、施設ダ＝（d，β）の施設の勧誘力、建設費  

をそれぞれ烏ダ，CFで表わす。   

顧客ブと施設ダとの間の距離を4Fとし、本研  

究では、2点間の距離を直線距離で定義する。複  
数の施設に対して、顧客は勧誘力と距離の積が最  

も小さい施設のみ利用すると仮定する。また、2  

つ以上の施設について距離が等しい場合、顧客は  

最も早く配置された施設のみ利用すると仮定する。  
施設ダが獲得した顧客のhdexをⅣダ・とし、次の  

関係式を満たす。Ⅳ月∪Ⅳβ＝J ■軋∩〃β＝¢  

ここでは顧客から得られる企業の売上は施設の獲  

得購買力の総数に等しいと仮定する。このとき、  

企業d，βの施設配置問題は次の利得最大化問題  

ちちとして定式化される。  

ち  max ∑wf－d＝」，  
（∫J，γJ）んf∈〃J  

max ∑wf一口Cβ，  
（ズβ，γβ）ムー∈〃β  
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式（1）より，施設βの獲得できる顧客の存在領域  

はで、半径が次式であるような円の内部である。  
する点であり－、そのときの企業B獲得購買力の総  

和は∑軋Wf 

点c〃に施設を配置した時にJ〃上の全ての顧客を  

獲得できる点めうう、●〝が最小の値をとる。   

次に、企業Aの最適配置について考察する。施設  

Aの配置候補点とc〃との距離をd血とおく●。この  

とき   

こ∫・‥・‥≦・・・：  

であれば、企業Bは点c〃上に獲得顧客円の中心  

をおいてもJ〃上の全ての顧客を獲得することはで  

きない。この式を満たす施設Aの配置候補点の集  
合を∫芸とおく。よって、企業Aの最適配置を求  

めるアルゴリズムは以下で与えられる。   

3．解法アルゴリズム  

ここでd〟は施設d，β間の距離である。  

本研究で鱒この獲得顧客の存在領域を表わす円の  

ことを獲得顧客打と呼ぶことにする。   

次に、施設の配置場所に対する獲得顧客に対す  

る獲得顧客の集合に注目する。顧客の全体集合J  

から任意の顧客を選択し、これらの顧客から部分  

集合を形成する。そして、この部分集合の顧客を  

包含する最小の半径を持つ円を考察する。このと  

き、これらの円は次の3つのいずれかにより表現  

される。  

Typel）顧客の存在する点を中心とし、半径0の  

円   

丁叩e2）顧客の存在する2串を直径とする円   

丁叩e3）鈍角三角形を形成する顧客の存在する3  

点に対する外接円   

Typel～3によって表現される円に対して、それ  
らの円の総数をとⅣとおく 

うな式により与え 

StepO（初期条件）：  

〝1≦0 とおきヾ  全ての∀〃∈中，…，Ⅳ）に対し  

て－∫芸＝∫，とおく．   

Stepl（集合の導出）：   

J”＝刑＋1とし、ぶ昔．を求める  

Step2（判定条件）  

もし∩禁lぢ≠¢ならばStep．1に戻る。   

Step3（最適解の導出）：  

〝■＝J7‡－1で与えられ、企業Aの最適配置点  

●  の集合は∩：＝－∫ヱである。  
またこ このときの企業Bの最適配置点の1つ   

は点c乃である。．さらに、このときの企業人B   

の獲得購買力はそれぞれ∑wf∑wfで与え  
f∈JV万  一∈J有  

られる   

4．おわりに  

ここでは、競合状態にある2つの施設のレベルを  

考慮した場合の配置問題に対する解法アルゴリズ  

ムを提案■した。顧客がいずれの施設に和用するか  

は、確定的に決まることを前提としたが、実際に  

はそうでない場合の方が一般的なように思われる。  

また、需要わ位置も事前に明確ではないこともあ  

る。このような場合について今後研究を進めてい  

く予定である。  

〃＝（7〕・（；）・（；）＝  

月（力2＋5）  

（2）  

そして、各円に対して、円の内部に存在する顧客  

の購買力の和の多い順に山dex〃∈a，…，〃）を付け  

る。さらに、各円に対する中心、半径、・および内  

部に存在する顧客の指標の全体集合を、各々  

C，，，㌦ノnとおく。これらのデータは施設配置問  

題を解く前提として求めておく必要がある。この  

とき、次の補助定理が成り立つ。   

補助定理3：  

各施設のレベ．ルがJ。＞Jβ となるように固定され  

ており、企業’Aがすでに施設を配置したとする。  

任意の血dex ′－∈a，…，〃）に対して、施設Bの獲  

得顧客の中心が点c”となる位置に配置したとき、  

施設Bは集合J，，上の一部の顧客からのみ購買力  

を獲得できるが、すべての顧客については購買力  

を獲得できないとする。このとき、∫上の任意の  

施設配置点に対して＼企業BはJ〃上の．一部の顧  

客かミ 

いては購買力を獲得できない。  

補助定理3より企業Bの最適配置について次の恵  

理が明らかに成り立つ。   

重塁旦 各施設のレベルが／月＞Jβとなるように固  

定されており、企業Aが既に施設を配置したとす  

る。このとき、施設Bの最適な配置位置の1つは  

施設Aの配置点と点c〃をた孟－た雲：た三 に内分   
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